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1．はじめに 

道路橋 RC 床版（以下、床版）の劣化は、複数の要因

が複合して作用することで発生している場合が多い。北

海道においては、凍害等に起因する上面の土砂化と輪荷

重走行との複合作用により抜け落ちに至ることもある 1)。 

膨大な量の床版を効率的に点検・調査するためには劣

化損傷箇所のスクリーニングが不可欠であるが、土砂化

に関しては、北海道内全域で発生していることが報告さ

れている 2) ものの、その発生傾向は必ずしも明確にな

っていない。これは、既往の調査事例のほとんどが、外

観調査や材料試験に基づく個々の橋梁での劣化状況調査

に留まっており、土砂化が発生している橋梁や床版部位

の特徴を統一的に整理できていないことに原因があると

考えられる。 

そこで本研究では、北海道における床版上面の土砂化

発生傾向を把握するため、北海道内の国道橋において舗

装切削による床版上面の目視調査が行われた事例を収集

し、環境条件および構造条件の観点から土砂化が発生し

やすい条件を整理した。 

 

2．整理方法 

2.1 対象データ 

 本検討では、北海道開発局が管理する道路橋のうち、

RC 床版を床版形式とする鋼鈑桁橋を上部構造とし、か

つ、平成 21～28 年度に舗装損傷箇所に対して部分切削

による床版上面の劣化状況調査が行われた橋梁を対象と

した。以降では、平成 29 年 4～9 月の間に収集できた

58 橋分の調査結果を基に土砂化の発生傾向を整理する。 

2.2 整理項目 

土砂化発生傾向の整理に際し、まず対象とする 58 橋

に関して、表－1 を基に橋梁諸元や供用環境を整理した。 

次に、「該当橋梁のどの箇所で調査が行われている

か」を分類するため、表－2 から選択する方法により、

調査が実施された縦横断方向の位置や輪荷重走行位置と

の関係性等を整理した。なお、同一橋梁内において調査

箇所の特徴が類似する複数箇所で調査が行われている場

合には、土砂化が最も進行している 1 箇所のみを抽出し

た。この結果、最終的には舗装切削 72 箇所に関するデ

ータにより整理を行うことになった。 

 最後に、72 箇所における床版上面の状況を土砂化の

有無に分類した。分類に当たっては、収集した資料にあ

る記載を踏襲することを基本とした。 

2.3 対象データの概要 

 図－1 には、上記の 72 箇所を、該当橋梁を管理する

開発建設部（以下、開建）別に分類した結果を、各開建

の管理橋梁数の割合とともに示している。図より、対象

表－1 橋梁諸元および供用環境に関する整理項目 

種類 項目例 

橋梁諸元 

竣工年、上部工形式、交差物件、

適用示方書、床版厚、主桁本数、

主桁間隔、斜角、曲線半径、縦断

勾配、横断勾配 

供用環境 

気象条件、大型車交通量、塩害

地域区分、凍結防止剤散布量、

凍害危険度、コンクリートに反

応性骨材が含まれる可能性 

 

図－1 開発建設部別の調査箇所数 

表－2 調査箇所に関する整理項目 

方向 項目 選択肢 

縦断方向 位置 
伸縮装置・中間支点部、

その他 

横断方向 

位置 
中央線、車道外側線、路

肩、その他 

輪荷重走行位置 走行位置、非走行位置 

横断勾配 上側、下側、その他 

床版支間当たり

の走行車輪数 
0 輪、1 輪、1～2 輪、2 輪

図－2 経過年数別の調査箇所数 
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とするデータは札幌開建、函館開建、室蘭開建で多く、

地域毎のデータ数にはやや偏りがある。 

図－2 は、竣工から調査時までの経過年数別に調査箇

所数を集計した結果である。図中には、本検討で対象と

した調査期間（平成 21～28 年度）の大よそ中間である、

平成 25 年 4 月における北海道開発局の全管理橋梁数を

経過年数別に整理した結果も示している。経過年数別に

調査箇所数を見ると、調査の大半は 25～49 年が経過し

た橋梁で実施されており、その中でも 45～49 年が経過

した橋梁での調査が全体の 30%と最も多かった。 

 

3．土砂化発生状況 

 以下には、土砂化発生状況を整理した結果の一部を説

明する。 

3.1 経過年数による整理 

 図－3 の円グラフに、調査箇所数に対する土砂化発生

箇所の割合（以下、土砂化発生割合）を経過年数別に整

理した結果を示す。経過年数 29 年以下の橋梁において

は、調査を実施した全 15 箇所の中に土砂化が発生して

いた箇所は見られなかった。また、30 年以上が経過し

た橋梁における土砂化発生割合は、30～39 年で 44%、

40～49 年で 45%、50 年以上で 63%と、経過年数が増加

するにつれて調査箇所において土砂化が発生している割

合が増加する。これらのことより、サンプル数がごく限

られている中での整理ではあるが、経過年数 30 年以上

の橋梁において舗装損傷が見られる場合には、その直下

で土砂化が発生している可能性を想定した点検・調査が

不可欠であり、一方で、経過年数 30 年未満の橋梁にお

いては、舗装損傷が生じている場合であっても、その時

点で耐荷性能が著しく低下するような土砂化の発生を想

定した点検・調査が必要になる可能性は低いと言える。 

3.2 環境条件による整理 

（1）凍害危険度 

地域毎の凍害の発生しやすさを表す指標に凍害危険度
3) があり、コンクリート構造物の健全度評価において参

照されることが多い。図－3 の棒グラフには、経過年数

別に集計した土砂化発生箇所数を、さらに凍害危険度別

に整理した結果を示す。土砂化発生事例のある経過年数

30 年以上に着目すると、経過年数 40～49 年における凍

害危険度 2 の地域での土砂化発生割合がやや低くなって

いる以外、凍害危険度が高くなることで土砂化発生箇所

数や土砂化発生割合が極端に増加するような傾向は見ら

れていない。北海道開発局が管理する全橋梁に対する凍

害危険度別の橋梁割合は、凍害危険度 1 の橋梁が全体の

10%に満たないのを除き、凍害危険度 2～5 の橋梁がそ

れぞれ 20～25%程度であり母数に偏りがないことから、

凍害危険度と土砂化の発生しやすさは必ずしも関連して

いないと言える。これは、土砂化の発生および進行が舗

装や防水層といった床版上に設置される材料の劣化損傷

の影響を強く受けることや、床版上面の土砂化が凍害だ

けでなく単に滞水条件での輪荷重走行によっても生じる

ことに起因する。 

以上より、床版の点検・調査を行う際には、凍害危険

度によらず北海道のほぼ全域で一様に土砂化が発生して

いる可能性があると考える必要がある。 

（2）凍結防止剤散布量 

寒冷地において冬季に散布する凍結防止剤は、コンク

リートの凍害やアルカリシリカ反応を促進する。そこで、

土砂化発生状況と凍結防止剤散布量との関係を把握する

ため、調査箇所数の多い経過年数 40～49 年の橋梁に着

(b) 29 年以下 (c) 30～39 年 

(d) 40～49 年 (e) 50 年以上 

(a) 全経過年数 

図－3 経過年数および凍害危険度の影響 
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図－4 凍結防止剤散布量の影響 
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目し、土砂化発生の有無別に凍結防止剤散布量と凍害危

険度との関係を整理した結果を図－4 に示す。ここで使

用した凍結防止剤散布量は、平成 26 年度における路線

毎の平均的な散布量であり、各橋梁での実散布量を表す

ものではない。 

図より、経過年数および凍害危険度が同程度であって

も調査箇所によって土砂化の発生状況が異なり、凍結防

止剤散布量が多い橋梁で土砂化が発生しやすくなるよう

な傾向は見出せない。これは、前述の凍害危険度に関し

ても言えたことであるが、路面に散布した凍結防止剤が

床版内に侵入するか否かは舗装や防水層の状態に依存す

るところが大きく、単に散布量のみでは土砂化発生への

影響度を推し量ることはできないものと考えられる。 

3.3 構造条件に関する整理 

（1）道路線形 

 土砂化発生状況と構造条件の関係として、始めに曲線

半径の影響に着目した。図－5 には、曲線半径 700m を

閾値として土砂化発生状況を整理した結果を示す。図よ

り、曲率半径 700m 以上と 700m 未満とで土砂化の発生

箇所数は同程度であり、また、土砂化発生割合に関して

は 700m 未満の場合に 40%程度と大きくなる傾向がある。

北海道開発局が管理する橋梁に占める曲線半径 700m 未

満の橋梁の割合が 20%程度であることを考慮すると、

上記の結果からは、曲率半径が小さい橋梁では土砂化の

危険度が高くなっている可能性があることを示す。この

要因として、曲率半径が小さいことによるねじりモーメ

ントや水平せん断力の増大が、舗装および床版の劣化損

傷を引き起こし、その結果として水密性の低下を招いて

いることが挙げられる。 

（2）縦断方向の位置 

図－6 に、縦断方向の位置別に土砂化発生箇所数を整

理した結果を示す。一般的に、伸縮装置の近傍は大型車

が段差部を通過するときに衝撃力が作用し、さらに伸縮

装置が縦断勾配の下側になる場合には滞水の影響が顕著

になることから、床版の劣化が早期に生じる箇所とされ

る。一方で、本整理における土砂化発生箇所は、伸縮装

置あるいは中間支点部で 15 箇所、その他で 12 箇所とな

っており、伸縮装置付近に限らず縦断方向全体にわたっ

て土砂化が発生している結果であった。 

（3）横断方向の位置 

図－7 および 8 は、輪荷重走行位置別および横断方向

の位置別に土砂化発生箇所数を整理した結果である。図

より、本整理で確認された土砂化のうち 90%以上が輪

荷重走行位置に集中して発生しており、横断方向の位置

別では車道外側線付近が 17 箇所と最も多く、次いで多

いのが中央線付近の 8 箇所であった。また、図－9 には、

横断勾配に対する位置に着目して土砂化発生箇所数を整

理した結果を示しており、降水の排出先となる横断勾配

の下側で土砂化が発生しやすいことがわかる。 

本整理において、全ての土砂化発生箇所（27 箇所）

の半数以上の 15 箇所が「輪荷重走行位置」および「横

断勾配下側」の両者に当てはまっており、この結果は、

滞水が生じやすい輪荷重走行位置で土砂化が発生しやす

いことを示している。また、本整理では、横断勾配に対

する位置を整理するとき、中央線付近を「上側」または

「その他」に分類したが、実際には舗装目地との位置関

係から床版上に水が供給されやすい箇所になる。したが

って、「滞水の影響を受けるか否か」の観点で整理する

と、輪荷重走行と水の組合せによって土砂化が発生しや

すいことがより明確になることが推察される。 

（4）輪荷重走行位置と主桁配置 

図－10 に、床版支間当たりの走行車輪数別に土砂化

図－5 曲線半径の影響 

図－6 縦断方向位置の影響 

図－7 輪荷重走行位置の影響 

図－8 横断方向位置の影響 

図－9 横断勾配に対する位置の影響 

図－10 床版支間当たりの走行車輪数の影響
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発生箇所数を整理した結果を示しており、土砂化発生箇

所数および土砂化発生割合から、床版支間当たりの走行

車輪数が 2 輪となる箇所で多くの土砂化が発生している

ことがわかる。さらに、そのうちのほとんどは、3 主桁

からなる鋼鈑桁橋において同一床版支間内の主桁近傍に

左右 2 輪が走行する主桁・走行車線配置の橋梁で起きて

いた。過去に報告されている床版抜け落ち事例の中に、

同様の条件で発生しているものは多く 1)、4)、「3 主桁か

つ同一支間内に左右 2 輪が走行する」条件は、床版の土

砂化のみならず、抜け落ちにも進展しやすい条件である

と言える。上記の主桁および車線の配置において土砂化

が発生しやすい要因としては、主桁上に発生する負の曲

げモーメントによる舗装および床版上面のひび割れ、あ

るいは、主桁拘束（ジベルやスラブ止めによる拘束）に

より発生する初期の乾燥収縮ひび割れ等に起因し、床版

内に水が浸入しやすい状態が形成されていることが挙げ

られる。また、床版の抜け落ちに関しては、主桁近傍を

走行することでせん断力が卓越すること、主桁近傍では

支間中央部と比較して配力鉄筋量が減じられていること
5)、ハンチ部での鉄筋曲げ上げ 5)により断面急変部とな

っていること等の要因が推察される。 

3.4 整理結果のまとめ 

 上記において土砂化発生状況を整理した結果をまとめ

ると表－3 のようになり、床版上面の土砂化が構造的要

因の影響を強く受けて発生していることが示唆される結

果となった。 

凍害やアルカリシリカ反応、塩害といった材料劣化が

著しく進行したコンクリート構造物に対しては、環境条

件に着目して劣化要因の調査および健全度の評価が行わ

れる傾向が強い。一方で、本整理の結果は、舗装や防水

層によって上面が覆われている床版で発生する土砂化を

点検・調査する場合には、材料劣化の発生しやすさと関

連する環境条件もさることながら、材料劣化の要因とな

る水の浸入経路（舗装のうきやひび割れ、床版上面のひ

び割れ）の発生しやすさと関連する構造条件に着目する

ことがより重要になることを示していると考えられる。 

 

4．おわりに 

 本研究では、北海道内における RC 床版の土砂化発生

状況を整理した。その結果、得られた知見を以下にまと

める。 

1）対象とした 58 橋 72 箇所に対する土砂化調査事例に

おいて、竣工後の経過年数が 30 年未満の橋梁で土砂

化が発生している事例は見られなかった。 

2）コンクリートの凍害の発生しやすさと関連のある凍

害危険度および凍結防止剤散布量に関しては、土砂

化発生状況との間に一定の傾向を見出すことができ

なかった。 

3）構造条件に着目すると、滞水と輪荷重走行の影響を

同時に受ける場合に加え、曲線半径が小さい橋梁や

床版支間当たりに左右 2 輪が走行する主桁配置とな

る橋梁において土砂化事例が多いことがわかった。 

4）上記より、床版上面の土砂化を効率的に点検・調査

するためには、構造条件に着目することがより重要

になることを示した。 

 

 最後に、本研究は、舗装の部分切削部での目視調査結

果を基に、極限られた事例に対し土砂化発生状況を整理

した結果である。今後は、本整理で対象とした項目以外

の他の環境および構造条件はもちろんのこと、鋼鈑桁以

外を上部構造とする橋梁にも分析範囲を広げるなどして

データの充実を図ることで、土砂化発生に及ぼす各種条

件の影響度を明確にしてきたい。さらに、その結果を基

に、床版の点検・調査時における着目点を体系的に整理

することを目指す。 
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表－3 土砂化発生状況のまとめ 

整理項目 土砂化発生状況 
土砂化発生への

影響度 

経過年数 竣工後 30 年以上が経過した橋梁において発生している 大 

環境条件 
凍害危険度 凍害危険度によらず発生している 小 

凍結防止剤散布量 土砂化発生状況との間に関係性は見られない 小 

構造条件 

曲線半径 曲率半径が小さい橋梁で発生しやすい 大 

縦断方向位置 縦断方向の位置によらず発生している 小 

横断方向位置 
滞水および輪荷重の作用を同時に受ける箇所、同一床版
支間内に左右 2 輪が走行する主桁・走行車線配置となる
橋梁で発生しやすい 

大 
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